
 

設立当初の事業年度の事業計画書 

 

法人成立の日から2026年3月31日まで 

 

 

特定非営利活動法人東北舞台芸術プロジェクト 

 

１ 事業実施の方針 

・ 翌年度以降の本格的な公演・事業実施に向けた企画・準備を行う。 

・ プロ講師・俳優・演奏家との協働体制を整備する。 

・ 各種公演・教育・研修事業の内容を具体化し、実施計画を策定する。 

・ 公演・教育機関・企業等との連携先を開拓し、関係構築を進める。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載し

た事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の 

 実施予定日時 

(B)当該事業の 

実施予定場所 

(C)従事者の 

予定人数 

(D)受益対象 

者の範囲 

(E)予定人数 

事業費の 

予算額 

（単位：円） 

(1)プロ講師・

俳優・演奏家と

協働したミュ

ージカル公演

の企画・実施事

業 

 

プロの俳優陣を集めるための人

選・調整、公演スケジュールの策

定、公演内容の検討、作品のたた

き台作成、構成決定、脚本依頼な

ど、翌年度本公演に向けた準備作

業を行う。 

（A）準備のみ 

（公演実施なし） 

（B）準備のみ 

（公演実施なし） 

（C）2名 

（代表・今野理事） 

(D) 該当なし 

(E) 該当なし 

0 

（2）絵本を題

材としたミュ

ージカル公演

事業 

 

 

絵本ミュージカル公演に向けた

準備を行う。具体的には、日本絵

本推進協会が提供する既存の絵

本作品から題材を選定し、ミュー

ジカル化のための構成検討を行

う。また、子役キャストのオーデ

ィション計画、プロ俳優・演奏家

との調整、演出・脚本の方向性を

決定する。 

（A）準備のみ 

公演実施なし） 

（B）準備のみ 

（公演実施なし） 

（C）2名 

（代表・寒河江理事） 

(D) 該当なし 

(E) 該当なし 

0 

(3)芸術鑑賞

会・巡回公演、

並びに体験型

巡回公演事業 

今後の巡回公演に向けて、対象と

なる幼稚園・福祉施設・高齢者施

設等をリサーチし、候補先をピッ

クアップ。各施設へアポイントを

取り、営業活動を行い、次年度以

降の実施につながる日程調整を

進める。 

（A）準備のみ 

（公演実施なし） 

（B）準備のみ 

（公演実施なし） 

（C）2名 

（代表・今野理事） 

(D) 該当なし 

(E) 該当なし 

60,000 

 



(4)学校教育に

おける課外授

業・総合学習に

おけるミュー

ジカル導入事

業 

小・中・高での課外授業・総合学

習への導入に向け、教育委員会・

各学校へのリサーチを行い、候補

校をピックアップ。担当者へアポ

イントを取り、営業活動を行い、

次年度以降の授業実施につなが

る日程調整・合意形成を進める。

また、授業で提供するプログラム

内容を仕上げ、導入可能な形に整

備する。 

（A）準備のみ 

（授業実施なし） 

（B）準備のみ 

（実施なし） 

（C）2名 

（代表・今野理事） 

(D) 該当なし 

(E) 該当なし 

0 

(5)企業・団体

向け研修事業 

企業・団体向けに演劇手法を活か

した研修を提供するため、対象企

業のニーズをリサーチし、候補先

をピックアップ。アポイントを取

り営業活動を行うとともに、提供

する研修プログラムの内容を整

理し、実施可能な形に整備する。 

（A）準備のみ 

（研修実施なし） 

（B）準備のみ 

（実施なし） 

（C）2名 

（代表・今野理事） 

(D) 該当なし 

(E) 該当なし 

0 

(2) その他の事業 

事 業 名 

(定款に記載し

た事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施予定日時 

(B)当該事業の実施予定場所 

(C)従事者の予定人数 

事業費の 

予算額 

（単位：円） 

①公演に付随

する物品等の

販売 

 

 

公演に付随する物品（パンフレッ

ト、グッズ、記録映像等）の販売

に向けて、取り扱い内容や制作方

法、価格設定などを検討する。販

売手順を確認し、次年度以降の実

施に備える。 

（A）準備のみ（販売実施なし） 

（B）準備のみ（実施なし） 

（C）2名（代表・今野理事） 
0 

②前号に付帯

又は関連する

一切の事業 

 

 

 （A）該当なし 

（B）該当なし 

（C）該当なし 0 

 

 

（備考） 
  １  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。 

２ 設立当初の事業年度の事業計画書及び翌事業年度の事業計画書は、それぞれ別葉として作成する。 

３ ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載する。 

４ ２(1)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施予定日時、実施予定場所、従事者の予定人数、受益

対象者の範囲及び予定人数並びに事業費の予算額をそれぞれ記載する。 

５ ２(1)のうち「(D)受益対象者の範囲、(E)予定人数」の欄には、具体的な受益対象者及び予定人数を記載する。 

６ ２(2)には、定款上、「その他の事業」に関する事項を定めているものの、設立当初の事業年度にその他の事

業を実施する予定がない場合、「実施予定なし」と記載する。 

 

 

 

 


